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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次  
第31期
第３四半期
累計期間

第32期
第３四半期
累計期間

第31期
第３四半期
会計期間

第32期
第３四半期
会計期間

第31期

会計期間  

自平成20年
４月１日
至平成20年
12月31日

自平成21年
４月１日
至平成21年
12月31日

自平成20年
10月１日
至平成20年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高 （千円） 6,673,4736,205,6572,262,5172,111,7508,947,542

経常利益又は経常損失

（△）
（千円） △12,281 21,279 16,586 2,311 13,136

四半期（当期）純利益又

は四半期純損失（△）
（千円） 40,463 130 △13,602 △927 20,489

持分法を適用した場合の

投資利益
（千円） － － － － －

資本金 （千円） － － 388,153 388,153 388,153

発行済株式総数 （株） － － 8,916 8,916 8,916

純資産額 （千円） － － 463,190 454,755 436,348

総資産額 （千円） － － 7,506,7997,108,4027,140,682

１株当たり純資産額 （円） － － 51,950.5051,004.4648,939.99

１株当たり四半期（当

期）純利益金額又は四半

期純損失金額（△）

（円） 4,538.31 14.69△1,525.63△104.05 2,298.02

潜在株式調整後１株当た

り四半期（当期）純利益

金額

（円） － － － － －

１株当たり配当額 （円） － － － － －

自己資本比率 （％） － － 6.2 6.4 6.1

営業活動による

キャッシュ・フロー

 

（千円）
281,081 349,051 － － 470,085

投資活動による

キャッシュ・フロー

 

（千円）
△161,849△148,387 － － △276,215

財務活動による

キャッシュ・フロー

 

（千円）
△195,370△113,179 － － △443,398

現金及び現金同等物の四

半期末（期末）残高
（千円） － － 279,856 193,950 106,467

従業員数 （人） － － 165 153 159

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第31期、第31期第３四半期累計期間、第32

期第３四半期累計期間は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、また、第31期第３四半期会計

期間、第32期第３四半期会計期間は、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失であるため記載し

ておりません。

　４．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期会計期間において、当社グループ（当社及び当社の非連結子会社１社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第３四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成21年12月31日現在

従業員数（人） 153 (697)

　（注）従業員数の（　）外書きは臨時雇用者数を示し、総労働時間を１日7.5時間／人（当社就業規則による実働時間）

換算で算出したものであります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当社は最終消費者に対する飲食業及び物販業を主に行なっているため、該当事項はありません。

(2）仕入実績

　当第３四半期会計期間の仕入実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別

 当第３四半期会計期間

（自　平成21年10月１日

  　至　平成21年12月31日）

 前年同四半期比（％）

 フランチャイジー事業  　 　

  ミスタードーナツ （千円） 178,374 89.2

  モスバーガー （千円） 38,080 109.8

  ザ・どん （千円） 6,251 86.3

  焼肉五苑 （千円） 20,278 96.0

  アフロディーテ （千円） 2,196 44.4

  ドトールコーヒーショップ （千円） 2,704 100.7

  はなまるうどん （千円） 20,261 99.3

  暖中 （千円） 31,740 69.7

  北前そば高田屋 （千円） 28,074 106.0

  情熱ホルモン （千円） 8,320 121.5

  ベビーフェイスプラネッツ （千円） 11,529 －

  飲食小計 （千円） 347,811 91.4

  ＴＳＵＴＡＹＡ （千円） 253,672 95.9

  スペースクリエイト自遊空間 （千円） 23,273 101.9

  セリア生活良品  （千円） 21,851 93.0

  物販小計 （千円） 298,796 96.2

  宝くじ  （千円） 55,266 116.3

  ウェルネス小計  （千円） 55,266 116.3

 フランチャイジー事業計 （千円） 701,874 95.0

 オリジナルブランド事業  　 　

  かつてん （千円） 43,987 100.3

  ＣＡＦＥ´Ｓｔａ （千円） 1,051 92.8

  キッチンワン （千円）　 8,362 220.0

  飲食小計 （千円） 53,402 92.7

  ＢＯＯＫ・ＮＥＴ・ＯＮＥ （千円） 122,984 96.6

  ＮＥＴ・ＯＮＥ （千円） 11,994 75.7

  物販小計 （千円） 134,979 94.3

 オリジナルブランド事業計 （千円） 188,381 93.8

合計 （千円） 890,255 94.8

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3）販売実績

　当第３四半期会計期間の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別

 当第３四半期会計期間

（自　平成21年10月１日

  　至　平成21年12月31日）

　

前年同四半期比（％）　

　

 フランチャイジー事業  　 　

  ミスタードーナツ （千円） 588,315 90.9

  モスバーガー （千円） 83,632 106.0

  ザ・どん （千円） 16,624 88.4

  焼肉五苑 （千円） 46,403 94.7

  アフロディーテ （千円） 5,223 46.3

  ドトールコーヒーショップ （千円） 5,735 91.5

  はなまるうどん （千円） 53,941 100.5

  暖中 （千円） 96,847 75.2

  北前そば高田屋 （千円） 84,108 104.1

  情熱ホルモン （千円） 22,734 127.2

  ベビーフェイスプラネッツ （千円） 31,700 －

  飲食小計 （千円） 1,035,267 92.3

  ＴＳＵＴＡＹＡ （千円） 459,951 97.1

  スペースクリエイト自遊空間 （千円） 139,559 99.0

  セリア生活良品  （千円） 30,146 104.3

  物販小計 （千円） 629,657 97.8

  リラックス  （千円） 24,721 81.6

  宝くじ  （千円） 60,613 115.4

  ウェルネス小計  （千円） 85,335 103.0

 フランチャイジー事業計 （千円） 1,750,261 94.7

 オリジナルブランド事業  　 　

  かつてん （千円） 117,507 102.0

  ＣＡＦＥ´Ｓｔａ （千円） 2,451 94.7

  キッチンワン （千円）　 22,737 195.7

  飲食小計 （千円） 142,696 96.4

  ＢＯＯＫ・ＮＥＴ・ＯＮＥ （千円） 184,492 80.4

  ＮＥＴ・ＯＮＥ （千円） 34,299 94.1

  物販小計 （千円） 218,792 82.2

 オリジナルブランド事業計 （千円） 361,489 87.3

合計 （千円） 2,111,750 93.3

　（注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

２．上記「ＢＯＯＫ・ＮＥＴ・ＯＮＥ」には、フランチャイザー売上高108,922千円含まれております。
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２【事業等のリスク】

  当第３四半期会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、新たに締結又は決定した経営上の重要な契約等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

（1）業績の状況

　当第３四半期会計期間のわが国経済は、政府の景気対策にもかかわらず、依然として続く雇用や個人所得の不安を

反映して生活防衛意識が一段と高まり、巣ごもり現象など外出を控える傾向が更に強まって参りました。また、デフ

レを背景に低価格競争が激化し、景気の先行きが不透明な状況にあります。

　このような状況のもと、当社においては、心の豊かさと堅実さを活力にし、主に店舗展開をしております北海道・東

北地方におきましては様々な取り組みが生まれ成長しております。このような現実の中、地域の皆様から支持を受

け、信頼される企業であり続けるため「食」・「衣」・「住」・「知」・「遊」といった「心の豊かさ」の販売を

目指して参りました。

　この結果、第１四半期会計期間、第２四半期会計期間、第３四半期会計期間と断続的ではありますが売上増となり、

特に、モスバーガー業態においてはモスバーガー苫小牧店が「モスチキンクリスマスキャンペーン」において２年

連続「日本一」を獲得するに至りました。さらに、断続的に業績の向上と社業の発展に総力を傾注し、営業店舗にお

いてはお客様に支持される店舗を作り上げるため、Ｑ（クオリティ）・Ｓ（サービス）・Ｃ（クリンリネス）・Ｔ

（トレーニング）・Ｍ（マネジメント）を心掛けて運営して参りました。 　

　店舗展開におきましては、出退店の変動はなく、21業態112店舗となりました。また、エリアフランチャイザーとして

はＢＯＯＫ・ＮＥＴ・ＯＮＥ加盟店14店舗を含め17店舗の運営指導を行っております。

　以上の結果、当第３四半期会計期間の売上高は2,111百万円(前年同期比6.7％減）、営業利益25百万円（前年同期比

129.4％増）、経常利益２百万円（前年同期比86.1％減）、四半期純損失は０百万円（前年同期、四半期純損失13百万

円）となりました。

　また、当第３四半期会計期間末の総資産は前事業年度末の7,140百万円に比べ32百万円減少し、7,108百万円となり、

純資産は前事業年度末と比較して18百万円増加し、454百万円となりました。この主な増加の要因はその他有価証券

評価差額金が18百万円増加したためであります。

　

（2）キャッシュ・フローの状況 

　当第３四半期会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、当第２四半期会計期間末に比べ37百万円増加し、

193百万円となっております。　 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、172百万円となり、前年同期と比べ13百万円増加しております。

これは主に、売上債権の増加50百万円（前年同期90百万円）、たな卸資産の増加38百万円（前年同期32百万円）が

あったものの、税引前四半期純利益１百万円（前年同期純損失10百万円）及び非資金項目である減価償却費143百万

円（前年同期143百万円）、仕入債務の減少96百万円（前年同期141百万円）等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果支出した資金は、72百万円となり、前年同期と比べ１百万円減少しております。

これは主に、敷金及び保証金の回収による収入21百万円（前年同期70百万円）があったものの、定期預金の預入に

よる支出20百万円（前年同期22百万円）、有形固定資産の取得による支出73百万円（前年同期139百万円）等による

ものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

     財務活動の結果支出した資金は、62百万円となり、前年同期と比べ33百万円増加しております。

　　 これは、長期借入れによる収入850百万円（前年同期444百万円）があったものの、短期借入金の純減少510百万円

（前年同期－百万円）、長期借入金の返済による支出402百万円（前年同期413百万円）等によるものであります。

 

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。

　（4）研究開発活動

該当事項はありません。 
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期会計期間において、前四半期会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はありません。 
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 34,620

計 34,620

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成21年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年２月15日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 8,916 8,916ジャスダック証券取引所

当社は単元株制

度は採用してお

りません。　　

計 8,916 8,916 － －

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成22年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の権利行使によ

り発行されたものは含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

旧商法に基づき発行した新株予約権（ストックオプション）は、次のとおりであります。

①平成15年２月13日開催の臨時株主総会において特別決議された新株予約権（ストックオプション）の状況

区分
第３四半期会計期間末現在
（平成21年12月31日）

新株予約権の数（個） 59

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）　　（注）１ 177

新株予約権の行使時の払込金額（円）　　　（注）２ 133,334

新株予約権の行使期間　　　　　　　　　　（注）３
平成17年３月１日から

平成22年２月28日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

 発行価格 　　　   　　　　133,334

資本組入額               　66,667

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）３

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１．当社が株式の分割または株式の併合を行なう場合、目的となる株式数は分割または併合の比率に応じ、次の算

式により調整されるものとします。但し、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない

新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行なわれ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切

り捨てるものとします。

調整後株式数＝調整前株式数×分割（または併合）の比率

２．当社が新株予約権発行後、株式の分割または併合を行なう場合、払込金額は分割または併合の比率に応じ次

の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

調整後払込金額 ＝調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率
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　また、当社が株式の時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除

く）または、自己株式の処分を行なう場合、上記払込金額は次の算式により調整されるものとし、調整により生

じる１円未満の端数は切り上げます。

　なお、次の算式において「既発行株式数」は、当社の発行済株式総数（当社普通株式に係る自己株式数を除

く）をいいます。

    
既発行株式数＋

新規発行（処分）株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新株式発行前の時価

既発行株式数＋新規発行（処分）株式数

３．新株予約権の行使の条件について

①新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても、当社の取締役もしくは従業員の地位にあることを

要す。但し、任期満了による退任、定年退職その他取締役会が認めた場合はこの限りでない。

②新株予約権の割当を受けた者は、新株予約権の目的たる株式にかかる株券が店頭売買有価証券として日本証

券業協会に登録された後または日本国内の証券取引所に上場された後６ヶ月の期間が経過するまで、本件新

株予約権を行使することができないものとする。

③新株予約権の譲渡、質入その他一切の処分は認められないものとする。

④権利行使期間中に死亡した割当を受けた者の相続人は、１名に限り権利を承継することができる。但し、再承

継はできない。

⑤その他権利行使の条件については、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で締結する「新株予約権割当

契約」に定めるところによる。

４．当社は、平成16年８月６日開催の取締役会決議に基づき、平成16年９月10日付をもって普通株式１株を３株

に分割しております。これにより、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予

約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額が調整されております。

②平成16年９月13日開催の臨時株主総会において特別決議された新株予約権（ストックオプション）の状況

区分
第３四半期会計期間末現在
（平成21年12月31日）

新株予約権の数（個） 157

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）　　（注）１ 157

新株予約権の行使時の払込金額（円）　　　（注）２ 134,000

新株予約権の行使期間　　　　　　　　　　（注）３
平成18年10月１日から

平成23年９月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格 　　　　　　　 　134,000

資本組入額　               67,000

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）３

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１．当社が株式の分割または株式の併合を行なう場合、目的となる株式数は分割または併合の比率に応じ、次の算

式により調整されるものとします。但し、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない

新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行なわれ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切

り捨てるものとします。

調整後株式数＝調整前株式数×分割（または併合）の比率

　また、当社が他社と吸収合併もしくは、新設合併を行ない、新株予約権が承継される場合、または、当社が新設

分割もしくは、吸収分割を行なう場合、当社は、必要と認める株式数の調整を行なうものとします。
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２．当社が新株予約権発行後、株式の分割または併合を行なう場合、払込金額は分割または併合の比率に応じ次

の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

　また、当社が株式の時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除

く）または、自己株式の処分を行なう場合、上記払込金額は次の算式により調整されるものとし、調整により生

じる１円未満の端数は切り上げます。

　なお、次の算式において「既発行株式数」は、当社の発行済株式総数（当社普通株式に係る自己株式数を除

く）をいいます。

    
既発行株式数＋

新規発行（処分）株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新株式発行前の時価

既発行株式数＋新規発行（処分）株式数

３．新株予約権の行使の条件について

①新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても、当社の取締役もしくは従業員の地位にあることを

要す。但し、任期満了による退任、定年退職その他取締役会が認めた場合はこの限りでない。

②新株予約権の割当を受けた者は、新株予約権の目的たる株式にかかる株券が店頭売買有価証券として日本証

券業協会に登録された後または日本国内の証券取引所に上場された後６ヶ月の期間が経過するまで、本件新

株予約権を行使することができないものとする。

③新株予約権の質入その他一切の処分は認められないものとする。

④権利行使期間中に死亡した割当を受けた者の相続人は、１名に限り権利を承継することができる。但し、再承

継はできない。

⑤その他権利行使の条件については、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で締結する「新株予約権割当

契約」に定めるところによる。

 

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。　

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減
額（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成21年10月１日～

平成21年12月31日　
－ 8,916 － 388,153 － 47,702

 

（５）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。  
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（６）【議決権の状況】

　　　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成21年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

 平成21年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　　8,916 8,916

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 8,916 － －

総株主の議決権 － 8,916 －

 

②【自己株式等】

 平成21年12月31日現在

所有者の氏名ま
たは名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 49,50058,00059,00057,00056,50056,50057,50057,50057,500

最低（円） 42,55049,00054,00051,00052,50052,40054,50053,70051,900

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成20

年４月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第３四半期会計期間（平成

21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期会計期間（平成20年10月１日から平成20

年12月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期財務諸

表並びに当第３四半期会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平成

21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期財務諸表について、創研合同監査法人による四半期レ

ビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について

　四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、当

社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財政

状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとして、

四半期連結財務諸表は作成しておりません。

　利益剰余金基準が△6,897.6％となっておりますが、これは、当社において平成21年６月26日の定時株主総会決議に

基づき資本準備金等による欠損填補を行ったことによる一時的なものであり、また、利益基準が222.5％となってお

りますが、当第３四半期累計期間の利益基準値は一時的なものであり、平成22年３月期以降の業績予想等によれば重

要性はないものと認識しております。

　なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

資産基準 0.3％

売上高基準 2.1％

利益基準 222.5％

利益剰余金基準 △6,897.6％
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成21年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,004,866 1,001,354

売掛金 332,271 252,725

商品及び製品 669,286 666,666

原材料及び貯蔵品 56,421 39,454

その他 218,684 209,433

貸倒引当金 △460 △500

流動資産合計 2,281,069 2,169,135

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 1,971,278 2,072,129

工具、器具及び備品（純額） 554,809 548,518

土地 573,649 573,649

その他（純額） 50,753 41,405

有形固定資産合計 ※1
 3,150,490

※1
 3,235,702

無形固定資産 176,404 182,865

投資その他の資産

投資有価証券 263,920 231,131

長期前払費用 170,764 192,235

敷金及び保証金 974,267 1,028,904

その他 115,302 124,015

貸倒引当金 △25,000 △25,000

投資その他の資産合計 1,499,254 1,551,287

固定資産合計 4,826,150 4,969,855

繰延資産 1,182 1,691

資産合計 7,108,402 7,140,682
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（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成21年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 325,843 288,314

短期借入金 140,000 －

1年内返済予定の長期借入金 1,845,696 2,111,196

1年内償還予定の社債 100,000 130,000

未払法人税等 10,787 17,033

その他 391,441 392,465

流動負債合計 2,813,769 2,939,010

固定負債

社債 120,000 170,000

長期借入金 3,515,746 3,422,678

退職給付引当金 26,869 28,504

その他 177,261 144,139

固定負債合計 3,839,877 3,765,322

負債合計 6,653,646 6,704,333

純資産の部

株主資本

資本金 388,153 388,153

資本剰余金 47,702 424,003

利益剰余金 130 △376,300

株主資本合計 435,986 435,855

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 18,769 493

評価・換算差額等合計 18,769 493

純資産合計 454,755 436,348

負債純資産合計 7,108,402 7,140,682
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（２）【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高 6,673,473 6,205,657

売上原価 2,789,117 2,611,432

売上総利益 3,884,355 3,594,225

販売費及び一般管理費 ※1
 3,867,410

※1
 3,500,552

営業利益 16,944 93,672

営業外収益

受取利息 5,583 5,803

受取配当金 3,967 4,084

不動産賃貸料 69,046 65,189

受取保険金 28,448 2,524

その他 21,345 5,859

営業外収益合計 128,390 83,461

営業外費用

支払利息 92,611 99,368

不動産賃貸原価 43,440 39,747

その他 21,564 16,738

営業外費用合計 157,616 155,854

経常利益又は経常損失（△） △12,281 21,279

特別利益

前期損益修正益 ※2
 24,596 －

役員退職慰労引当金戻入額 75,408 －

固定資産売却益 － 76

貸倒引当金戻入額 － 40

特別利益合計 100,004 116

特別損失

固定資産除却損 5,395 92

貸倒引当金繰入額 12,850 －

店舗閉鎖損失 7,249 12,214

投資有価証券評価損 10,256 －

その他 208 15

特別損失合計 35,958 12,323

税引前四半期純利益 51,764 9,072

法人税、住民税及び事業税 11,300 8,941

法人税等合計 11,300 8,941

四半期純利益 40,463 130
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【第３四半期会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高 2,262,517 2,111,750

売上原価 975,115 923,380

売上総利益 1,287,401 1,188,369

販売費及び一般管理費 ※1
 1,276,152

※1
 1,162,565

営業利益 11,248 25,804

営業外収益

受取利息 1,136 1,179

受取配当金 1,348 1,842

不動産賃貸料 23,775 22,764

受取保険金 18,139 1,384

その他 6,528 2,735

営業外収益合計 50,928 29,906

営業外費用

支払利息 24,136 33,660

不動産賃貸原価 14,496 14,132

その他 6,957 5,606

営業外費用合計 45,590 53,399

経常利益 16,586 2,311

特別利益

貸倒引当金戻入額 150 －

特別利益合計 150 －

特別損失

店舗閉鎖損失 6,766 351

投資有価証券評価損 10,256 －

前期損益修正損 ※2
 5,055 －

固定資産除却損 5,138 －

その他 97 －

特別損失合計 27,313 351

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △10,577 1,960

法人税、住民税及び事業税 3,024 2,887

法人税等合計 3,024 2,887

四半期純損失（△） △13,602 △927
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 51,764 9,072

減価償却費 406,177 401,033

投資有価証券評価損益（△は益） 10,256 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） 7,288 △1,635

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △75,408 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 11,747 △40

受取利息及び受取配当金 △9,550 △9,887

支払利息 92,611 99,368

社債発行費償却 508 508

有形固定資産除売却損益（△は益） 22,519 6,656

売上債権の増減額（△は増加） △106,351 △79,545

たな卸資産の増減額（△は増加） △4,658 △19,585

その他の流動資産の増減額（△は増加） △3,042 △19,864

仕入債務の増減額（△は減少） 69,607 37,529

未払消費税等の増減額（△は減少） 17,123 2,224

その他の流動負債の増減額（△は減少） △97,239 25,560

預り保証金の増減額（△は減少） △19,773 △1,713

小計 373,580 449,682

利息及び配当金の受取額 19,273 9,887

利息の支払額 △96,058 △98,884

法人税等の支払額 △15,714 △11,634

営業活動によるキャッシュ・フロー 281,081 349,051

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △67,864 △116,578

定期預金の払戻による収入 114,189 200,550

投資有価証券の取得による支出 △2,013 △2,104

投資有価証券の償還による収入 20,000 －

有形固定資産の取得による支出 △344,296 △290,231

有形固定資産の売却による収入 1,651 622

無形固定資産の取得による支出 △5 △1,948

短期貸付金の増減額（△は増加） △4,095 1,555

長期貸付金の回収による収入 1,832 8,704

敷金及び保証金の回収による収入 70,948 39,537

その他 47,802 11,504

投資活動によるキャッシュ・フロー △161,849 △148,387

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） － 140,000

長期借入れによる収入 1,379,300 1,250,000

長期借入金の返済による支出 △1,364,670 △1,422,432

社債の償還による支出 △210,000 △80,000

リース債務の返済による支出 － △746

財務活動によるキャッシュ・フロー △195,370 △113,179

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △76,139 87,483

現金及び現金同等物の期首残高 355,995 106,467

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 279,856

※
 193,950
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　　　　当第３四半期累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）　

　　　　  該当事項はありません。　　　　
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【簡便な会計処理】

 
当第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

１．たな卸資産の評価方法　 　当第３四半期会計期間末の棚卸高の算出に関しては、一部商品において実地

棚卸を省略し、前事業年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により

算定する方法によっております。

　また、たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものに

ついてのみ正味売却価額を見積もり、簿価切下げを行なう方法によっており

ます。

２．一般債権の貸倒見積高の算定方法　 　当第３四半期会計期間末の貸倒実績率等が前事業年度末に算定したものと

著しい変化がないと認められる為に、前事業年度末において算定した貸倒実

績率等の合理的な基準を使用して一般債権の貸倒見積高を算定しておりま

す。

３．法人税等並びに繰延税金資産及び繰

延税金負債の算定方法

　法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税金控除項目

を重要なものに限定する方法によっております。

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前事業年度末以降に経営環境

等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前事

業年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用す

る方法によっております。
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【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第３四半期累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

　該当事項はありません。　
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第３四半期会計期間末
（平成21年12月31日）

前事業年度末
（平成21年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、3,576,060千円で

あります。　

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、3,453,336千円で

あります。　

　２　偶発債務

　　　従業員について、当社の福利厚生の一環として、金融機

関からの資金借入債務に対し債務保証を行なっており

ます。

　２　偶発債務

　　従業員について、当社の福利厚生の一環として、金融機

関からの資金借入債務に対し債務保証を行なっており

ます。

従業員（11名） 9,267千円 従業員（10名） 10,708千円

 

（四半期損益計算書関係）

前第３四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

従業員給料及び手当 1,453,546千円 従業員給料及び手当 1,332,985千円

※２　前期損益修正益の内容 ――――――――――― 

店舗閉鎖損戻入額 24,596千円 　 　

前第３四半期会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

従業員給料及び手当 475,367千円 従業員給料及び手当 441,502千円

※２　前期損益修正損の内容 ―――――――――――

店舗閉鎖損見積り計上不足額 5,055千円 　 　

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年12月31日現在）

現金及び預金勘定  1,171,070千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金等 △891,214

現金及び現金同等物 279,856

 

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年12月31日現在）

現金及び預金勘定  1,004,866千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金等 △810,915

現金及び現金同等物 193,950
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（株主資本等関係）

当第３四半期会計期間末（平成21年12月31日）及び当第３四半期累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年

12月31日）

　１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　8,916株

 

２．自己株式の種類及び株式数

　　該当事項はありません。

 

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

　該当事項はありません。

 

（有価証券関係）

　当第３四半期会計期間末（平成21年12月31日）

　当第３四半期会計期間末において重要な変動はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

　当第３四半期会計期間末（平成21年12月31日）

　ヘッジ会計を適用しているため、該当事項はありません。

（持分法損益等）

　当第３四半期累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）及び当第３四半期会計期間（自　平成21年

10月１日　至　平成21年12月31日）

　該当事項はありません。　

（ストック・オプション等関係）

当第３四半期会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

　該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

　当第３四半期会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期会計期間末
（平成21年12月31日）

前事業年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 51,004.46円 １株当たり純資産額 48,939.99円

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第３四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 4,538.31円 １株当たり四半期純利益金額 14.69円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

（注）１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

四半期純利益（千円） 40,463 130

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 40,463 130

期中平均株式数（株） 8,916 8,916

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

－ －

 

前第３四半期会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △1,525.63円 １株当たり四半期純損失金額（△） △104.05円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

（注）１株当たり四半期純損失金額（△）の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

四半期純損失（△）（千円） △13,602 △927

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円） △13,602 △927

期中平均株式数（株） 8,916 8,916

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

－ －
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（重要な後発事象）

当第３四半期会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

　該当事項はありません。

 

（リース取引関係）

　　　　当第３四半期会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

　　　　　当第３四半期会計期間において重要な変動はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年２月13日

株式会社フジタコーポレーション

取締役会　御中

創研合同監査法人

 
代 表 社 員
業務執行社員

 公認会計士 前田　裕次　　印

 業務執行社員  公認会計士 桑原　茂樹　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社フジタコー

ポレーションの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第31期事業年度の第３四半期会計期間（平成20年10月１日

から平成20年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期財務

諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを

行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社フジタコーポレーションの平成20年12月31日現在の財政状態、同日をもっ

て終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状

況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年２月15日

株式会社フジタコーポレーション

取締役会　御中

創研合同監査法人

 
代 表 社 員
業務執行社員

 公認会計士 本間　　寛　　印

 業務執行社員  公認会計士 桑原　茂樹　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社フジタコー

ポレーションの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第32期事業年度の第３四半期会計期間（平成21年10月１日

から平成21年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期財務

諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを

行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社フジタコーポレーションの平成21年12月31日現在の財政状態、同日をもっ

て終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状

況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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